
成長力が高く地域経済を牽引する
中堅企業の成長を促進する政策について

2024年4月

経済産業省 四国経済産業局
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中堅企業政策 ３つの対策の創設

地域の
賃上げの
牽引役に

①賃上げ原資確保のための省力化等の
大規模成長投資支援の創設

・補正予算（経済対策）で３年3,000億円
・地域未来投資促進税の「中堅企業枠」創設
（税額控除率の引き上げ）

②賃上げ促進税制の中堅企業枠の創設

・大企業向け税制よりも、賃上げ率４％に対す
る税額控除率を引き上げる等、措置を強化

③経営力の高い中堅企業等に経営資源
を集約化し賃上げに繋げるグループ化
税制の創設

・中堅企業等が事業承継に課題を抱える中小
企業を複数回M&A（グループ化）を行う場
合に税制面のインセンティブを付与

⚫ 中堅企業は国内で事業・投資を拡大し、地域での賃上げにも貢献している重要な存在。中堅
企業の国内投資を強力に後押しする。

⚫ 経営力の高い中堅企業による中小企業のグループ化を通じた収益力向上、経営資源の集約、
労働移動を進め、産業構造の新陳代謝を加速化する。
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大企業
・ 約1,300者
・ 平均給与 582万円
・ 地方圏 31%

中堅企業
・ 約9,800者
・ 平均給与 539万円
・ 地方圏 41%

中小企業

・ 約360万者
・ 平均給与 414万円
・ 地方圏 62％

従業員数
300人等

中堅企業への成長・
経営資源集約

更なる成長
従業員数
2,000人

中堅元年 『３つの対策』の創設
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対策①
１．中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金
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４．審査基準
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５．スケジュール

※本事業に関する個別のお問い合わせについては、サポートセンターにて対応させていただきます。
※よくあるご質問については、事務局ホームページに掲載しているFAQ（次ページに一部抜粋）に
回答を追加する予定です。
【サポートセンターご連絡先】
・電話番号：050－3667－8453
・質問受付フォーム：https://seichotoushihojo.f-form.com/inquiry



現 行
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⚫ 地域未来投資促進税制は、地域の特性を活かして高い付加価値を創出し、地域に相当の経済的効果をもた
らすとして、主務大臣の確認を経た事業計画に基づき行う設備投資を促進する税制。

⚫ 賃金・技術蓄積等の面で地域に大きな波及効果をもたらす成長志向の中堅企業が、躊躇することなく、さらに規
模拡大していくために必要な大規模国内投資を後押しするための中堅企業枠を創設（税額控除率6％）。

大規模投資促進のための地域未来投資促進税制の拡充

【税制期限：令和６年度末まで】

対象者 地域経済牽引事業計画*１の承認を受けた者

機械装置
器具備品

通常
特別償却40%

又は税額控除４％

【現行の上乗せ要件】
下記①を満たした上で、②または③を満たす
① 労働生産性の伸び率５%*２以上かつ投資収益

率 ５％以上
② 直近事業年度の付加価値額増加率が８%以上
③ 対象事業において創出される付加価値額が３億円

以上、かつ、事業を実施する企業の前年度と前々
年度の平均付加価値額が50億円以上

特別償却50%
又は税額控除５％

【中堅企業枠】
上記①～③を満たした上で、下記イ～ハを満たす
 イ：賃金水準・成長意欲が高い中堅企業
 ロ：設備投資額が10億円以上であること
 ハ：パートナーシップ構築宣言の登録を受けて

いること

特別償却50％
又は税額控除６％

建物、附属設
備、構築物

特別償却20%／税額控除２％

改正内容

*１ 地方自治体が策定し、国が同意した基本計画に基づき策定した事業計画であり、都道府県知事による承認が必要。
*２ 中小企業基本法の中小企業者は労働生産性の伸び率４%以上
*３ 産業競争力強化法において規定

賃金水準・成長意欲が高い中堅企業*３
※赤字が改正箇所

１．常時使用する従業員数が2,000人以下
※中小企業者及びみなし大企業を除く

２．良質な雇用の創出
地域における良質な雇用を生み出す能力を重視し、従業員数・賃金

等の状況を確認

３．将来の成長性
将来成長に向けた十分な成長投資を実行しているかどうかを重視し、

成長投資（設備投資、無形固定資産投資、研究開発、人材教育

投資）の状況を確認

４．経営力
成長志向や規模拡大を実現する経営力の有無を確認するため、中長

期の経営ビジョンや経営管理体制などについて、外部有識者が確認 



対策② 賃上げ促進税制における中堅企業枠の創設

⚫ 賃上げ促進税制（現行は大企業向け、中小企業向けに二分）について、地域において賃上げと経済の好
循環の担い手として期待される中堅企業の賃上げ環境の整備に向けて、中堅企業枠を創設する。

大
企
業

中
小
企
業

中
堅
企
業

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
  訓練費
（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％

＋10％
５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし

５％
上乗せ

35％
＋４％ 15％

＋５％ 20％

＋７％ 25％

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％

＋10％
５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上

５％
上乗せ

35％

＋４％ 25％

全雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋５％

10％
上乗せ

くるみん
ｏｒ

えるぼし二段階目以上

５％
上乗せ

45％
＋2.5％ 30％

【措置期間：３年間】

中小企業は、賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額の５年間の繰越しが可能※２。

※１ 従業員数2,000人以下の企業（その法人及びその法人との間にその法人による支配関係がある法人の従業員数の合計が１万人を超えるものを除く。）が適用可能。
 ただし、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。

※２ 繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給与等支給額が前年度より増加している場合に限り、適用可能。

※１
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対策③
中小企業事業再編投資損失準備金の拡充及び延長（グループ化税制）
⚫ 成長意欲のある中堅・中小企業によるグループ化を集中的に後押しする観点から、準備金制度を中堅企業

も対象に、複数回のM&Aを行う場合の積立率をM&A2回目90%、3回目以降100％に拡大するととも
に、据置期間10年に大幅長期化する新たな枠を創設。
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＜グループ化に向けた複数回のM&A＞

B社 D社

D株B株

中小 中堅 大企業

グループ一体での成長を実現

株式取得

C社

C株

A社
成長志向を有し、優れた経営を行う企業

２回目 ３回目・・１回目

【益金算入】

【損金算入】

②据置期間
（５年間）

積
立

据置期間後に取り崩し

５年間均等取崩

①中小企業による
株式取得価額の
70%までを積立

中堅・中小企業の複数回M&Aを後押し※3,4

①積立率の上限拡大
（2回目90%・

3回目以降100%）

②据置期間の
大幅な長期化

10年間

【現行制度※1,2】

【拡充枠】

※ 1 認定からM&A実施までの期間を短縮できるよう、計画認定プロセスを見直し。
※ 2 簿外債務が発覚した等により、減損処理を行った場合や、取得した株式を売却した場合等には、準備金を取り崩し。
※ 3 産業競争力強化法において新設する認定を受けることが要件（拡充枠は過去５年以内にM＆Aの実績が必要） 。
※ 4 中堅企業は２回目以降のM＆Aから活用可能。

中小企業事業再編投資損失準備金
（黒：現行制度、赤：新設枠（要望））
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本資料に関するお問い合わせ先

四国経済産業局 地域経済課（087-811-8513）


